
５．地域活動支援センターへの移行の取組み（神奈川県川崎市） 

■地域活動支援センター移行への視点 

 

川崎市内の地域活動支援センターへの移行

対象候補としては、小規模作業所（小規模通所

授産含む）が 56 ヶ所、精神障害者地域生活支

援センターが 1ヶ所ある。 

平成 23 年度で作業所の補助金（交付税措置）

が廃止されるという全国的な動向もふまえ、市

は、力量がある小規模作業所にはできるだけ個

別給付に移行してもらいたいと考えており、作

業所も規模や職員体制、ノウハウがあれば個別

給付に移行したいとの意向があるので、移行の

ステップとして地域活動支援センターを活用

してもらおうと計画している。 

 

図表 1 地域活動支援センター移行への視点 

 

 

図表 2 地域活動支援センター移行スケジュール 

 

 

 



■想定する類型と報酬単価 

 

センターの類型は、流動的な利用者数ではな

く職員配置基準に着目して設定し、定員につい

ては実利用人員の 8割で評価した。 

報酬単価は、現行の作業所補助額を踏襲しな

がら実利用人員による実績評価の仕組みを導

入して設定した。 

また、必ず個別給付に移行することを条件に、

2年間は個別給付移行支援加算400万円を支給

し、作業所の人員体制確保を支援することとし

た。 

そのほか、神奈川県は障害者就労率が非常に

低いということもふまえ、就労移行を促進する

ため、1 人でも一般就労に移行（6 ヶ月以上離

職していないこと）させた場合には就労移行加

算として翌年度 200 万円を支給することとし

た。 

このような加算を設けたことで、利用者が 1

人減ってＣ型からＤ型になっても、その分の減

額はさまざまな加算でフォローし、1年待てば

養護学校卒業生を受け入れて C 型に復帰する

といった柔軟な対応が可能となる。 

市の試算によれば、今回の単価設定であれば、

作業所にとって、従来から収入が減ることはな

く、むしろ収入増となるため、移行へのインセ

ンティブは働く見込みである。 

なお、移行後のセンターの利用者負担は、実

費（食費等）のみであり、現在作業所で徴収し

ているのと同程度となる予定である。 

 

図表 3 地域活動支援センターの類型 

 

図表 4 地域活動支援センターに対する加算措置 

 


